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議案第 203 号 

福岡市児童福祉施設の設備及び運営の基準を定める条例の一部を改正する条例案 

 

１ 改正理由 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の一部改正に鑑み、入所中の児童に係る

給付金として支払を受けた金銭を管理しなければならない施設の対象に母子生活支

援施設を追加する必要があるによる。 

 

２ 主な改正内容 

（1）児童手当法の一部改正に伴う改正 

令和６年 10 月に施行された改正児童手当法により、児童手当の支給対象が高校

生年代まで（18 歳に到達後の最初の年度末まで）に拡充され、母子生活支援施設

に入所している児童（児童のみで構成する世帯に属する者に限る）が新たに施設

入所等児童となることに伴い、給付金として支払を受けた金銭の管理を行わなけ

ればならない施設の対象に母子生活支援施設を追加する。 

なお、児童のみで構成する世帯とは、例えば 17 歳の母と１歳の子で入所してい

る場合などを想定している。 

 

（2）その他の事項（第 29 条第１項第４号） 

その他児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴う所要の規定

の整備を行う。 

 

３ 施行期日 

この条例は、公布の日から施行する。 

 
 

-1-



福岡市児童福祉施設の設備及び運営の基準を定める条例 新旧対照表 

※下線部分が改正部分 

旧 新 

第１条～第15条 （略） 

(給付金として支払を受けた金銭の管理) 

第16条 乳児院         、児童養

護施設、障がい児入所施設(法第7条第1項

に規定する障害児入所施設をいう。以下同

じ。)、児童心理治療施設及び児童自立支

援施設は、当該施設の設置者が入所中の児

童に係るこども家庭庁長官が定める給付金

(以下この条において「給付金」という。)

の支給を受けたときは、給付金として支払

を受けた金銭を次に掲げるところにより管

理しなければならない。 

(1)～(4)  （略） 

第17条～第28条 （略） 

(乳児院の長の資格等) 

第29条 乳児院の長は、次の各号のいずれか

に該当し、かつ、こども家庭庁長官が指定

する者が行う乳児院の運営に関し必要な知

識を習得させるための研修を受けた者であ

って、人格が高潔で識見が高く、乳児院を

適切に運営する能力を有するものでなけれ

ばならない。 

(1)～(3)  （略） 

(4) 市長が前3号に掲げる者と同等以上の能

力を有すると認める者であって、次に掲

げる期間の合計が3年以上であるもの又

はこども家庭庁長官が指定する講習会の

課程を修了したもの 

ア 法第12条の3第2項第6号に規定する児

童福祉司(以下「児童福祉司」という。)

となる資格を有する者にあっては、相談

援助業務(法第13条第3項第2号に規定す

る相談援助業務をいう。以下同じ。) 

第１条～第15条 （略） 

(給付金として支払を受けた金銭の管理) 

第16条 乳児院、母子生活支援施設、児童養

護施設、障がい児入所施設(法第7条第1項

に規定する障害児入所施設をいう。以下同

じ。)、児童心理治療施設及び児童自立支

援施設は、当該施設の設置者が入所中の児

童に係るこども家庭庁長官が定める給付金

(以下この条において「給付金」という。)

の支給を受けたときは、給付金として支払

を受けた金銭を次に掲げるところにより管

理しなければならない。 

(1)～(4)  （略） 

第17条～第28条 （略） 

(乳児院の長の資格等) 

第29条 乳児院の長は、次の各号のいずれか

に該当し、かつ、こども家庭庁長官が指定

する者が行う乳児院の運営に関し必要な知

識を習得させるための研修を受けた者であ

って、人格が高潔で識見が高く、乳児院を

適切に運営する能力を有するものでなけれ

ばならない。 

(1)～(3)  （略） 

(4) 市長が前3号に掲げる者と同等以上の能

力を有すると認める者であって、次に掲

げる期間の合計が3年以上であるもの又

はこども家庭庁長官が指定する講習会の

課程を修了したもの 

ア 法第12条の3第2項第6号に規定する児

童福祉司(以下「児童福祉司」という。)

となる資格を有する者にあっては、相談

援助業務(法第13条第3項第3号に規定す

る相談援助業務をいう。以下同じ。) 
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旧 新 

 (国、都道府県又は市町村の内部組織に

おける相談援助業務を含む。第37条第1

項第4号ア、第57条第1項第4号ア、第91

条第1項第4号ア及び第99条第1項第4号ア

において同じ。)に従事した期間 

イ～ウ （略） 

２ （略） 

以下略 

 (国、都道府県又は市町村の内部組織に

おける相談援助業務を含む。第37条第1

項第4号ア、第57条第1項第4号ア、第91

条第1項第4号ア及び第99条第1項第4号ア

において同じ。)に従事した期間 

イ～ウ （略） 

２ （略） 

以下略 
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議案第 204号 

福岡市立児童発達支援センター条例の一部を改正する条例案 

 

１ 改正理由 

  この条例案を提出したのは、福岡市立南部療育センターの供用開始により、福岡市立

あゆみ学園を廃止することに伴い、福岡市立児童発達支援センター条例の一部を改正す

る必要があるによる。 

 

２ 主な改正内容 

(1) 福岡市立児童発達支援センター条例の別表から「福岡市立あゆみ学園」を削除する

ほか、福岡市立児童発達支援センター条例で規定している使用料及び手数料について

の規定を削除する。 

(2) 上記改正に伴う条ずれ等所要の改正を行う。 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 
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福岡市立児童発達支援センター条例 新旧対照表 

※下線部分が改正部分 

旧 新 

第１条～第２条 （略） 第１条～第２条 （略） 

(利用者) (利用者) 

第３条 支援センターを利用することができ

る者は、次のとおりとする。 

第３条 支援センターを利用することができ

る者は、次のとおりとする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 法第21条の６の規定による措置(第７

条第１号において「措置」という。)に係る

障がい児 

(2) 法第21条の６の規定による措置(次条

第１号において「措置」という。)に係る

障がい児 

(3)・(4) （略） (3)・(4) （略） 

(使用料) 

第４条 支援センター(福岡市立あゆみ学園に

限る。以下この条及び次条において同じ。)

において診療を受ける者については、使用

料を徴収する。 

２ 使用料は、平成20年厚生労働省告示第59

号(診療報酬の算定方法)の別表第１医科診

療報酬点数表を用い、同告示第２号及び第

４号の規定によつて算定した額とする。た

だし、これにより難い場合の使用料の額

は、規則で定める。 

 

削る 

(手数料) 

第５条 支援センターにおいて診断書及びこ

れに類する文書等の交付を受ける者から

は、１通につき1,500円以内で規則で定める

額の手数料を徴収する。 

 

削る 

(使用料及び手数料の減免) 

第６条 市長は、特別の理由があると認める

ときは、使用料及び手数料を減免すること

ができる。 

 

削る 

(利用の制限) (利用の制限) 

第７条 （略） 第４条 （略） 

(指定管理者による管理) (指定管理者による管理) 

第８条 市長は、支援センター(福岡市立めば

え学園及び福岡市立あゆみ学園に限る。以 

第５条 市長は、支援センター(福岡市立めば

え学園                      に限る。以 

-5-



旧 新 

下この条から第13条までにおいて同じ。)の

管理を地方自治法(昭和22年法律第67号)第2

44条の２第３項に規定する指定管理者(以下

「指定管理者」という。)に行わせることが

できる。 

下この条から第10条までにおいて同じ。)の

管理を地方自治法(昭和22年法律第67号)第2

44条の２第３項に規定する指定管理者(以下

「指定管理者」という。)に行わせることが

できる。 

２ 指定管理者が行う支援センターの管理に

関する業務は、次に掲げるとおりとする。 

２ 指定管理者が行う支援センターの管理に

関する業務は、次に掲げるとおりとする。 

(1)  支援センター(福岡市立めばえ学園に 

限る。)にあつては第２条第１項各号に掲げ

る事業に、支援センター(福岡市立あゆみ学

園に限る。)にあつては第２条第２項各号に

掲げる事業に関する業務 

(1)                  

         第２条第１項各号に掲げ

る事業に                                

                                        

      関する業務 

(2) 第４条第１項に規定する使用料の徴収

に関する業務(福岡市立あゆみ学園に係る業

務に限る。) 

削る 

(3) 第５条に規定する手数料の徴収に関 

する業務(福岡市立あゆみ学園に係る業務に

限る。) 

削る 

(4) （略） (2) （略） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必

要と認める業務 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必

要と認める業務 

第９条・第10条 （略） 第６条・第７条 （略） 

(指定の取消し等) (指定の取消し等) 

第11条 地方自治法第244条の２第11項に規定

する指定管理者による管理を継続すること

が適当でないと認めるときは、次の各号の

いずれかに該当するときとする。 

第８条 地方自治法第244条の２第11項に規定

する指定管理者による管理を継続すること

が適当でないと認めるときは、次の各号の

いずれかに該当するときとする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 第９条第３項各号に掲げる基準を満た

さなくなつたと認めるとき。 

(2) 第６条第３項各号に掲げる基準を満た

さなくなつたと認めるとき。 

(3)～(5) （略） (3)～(5) （略） 

２ （略） ２ （略） 

第12条～第14条 （略） 

 

第９条～第11条 （略） 
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旧 新 

別表 別表 

名称 位置 

福岡市立めばえ

学園 

福岡市博多区半道橋一丁

目 

福岡市立あゆみ

学園 

福岡市南区屋形原二丁目 

福岡市立心身障

がい福祉セン 

ター児童発達支

援センター 

福岡市中央区長浜一丁目 

福岡市立西部療

育センター児童

発達支援セン 

ター 

福岡市西区内浜一丁目 

福岡市立東部療

育センター児童

発達支援セン 

ター 

福岡市東区青葉四丁目 

福岡市立南部療

育センター児童

発達支援セン 

ター 

福岡市博多区三筑二丁目 

 

名称 位置 

福岡市立めばえ

学園 

福岡市博多区半道橋一丁

目 

福岡市立心身障

がい福祉セン 

ター児童発達支

援センター 

福岡市中央区長浜一丁目 

福岡市立西部療

育センター児童

発達支援セン 

ター 

福岡市西区内浜一丁目 

福岡市立東部療

育センター児童

発達支援セン 

ター 

福岡市東区青葉四丁目 

福岡市立南部療

育センター児童

発達支援セン 

ター 

福岡市博多区三筑二丁目 

 

 

 

 

 

 

 

-7-



議案第 212号 

福岡市立小呂保育所に係る指定管理者の指定について 
 
１ 議案提出の理由 

本市が設置する福岡市立小呂保育所の管理を行わせる指定管理者を指定することについて、 

地方自治法第 244 条の２第６項の規定により議会の議決を求めるものである。 

 
 
２ 議案の内容 

(1) 指定管理者に管理を行わせる公の施設 

     福岡市立小呂保育所 

(2) 指定管理者に指定する者 

     福岡市漁業協同組合 

(3) 指定する期間 

     令和７年４月１日から令和 12 年３月 31日まで 

 
 
３ 選定の概要 

(1) 業務の内容 

     入所の許可を受けた児童の保育、施設・附属設備等の維持管理等に関する業務 

 

(2) 指定管理者指定の理由（非公募の理由） 

  福岡市立小呂保育所が設置された小呂島は、西区愛宕浜の姪浜渡船場から約 40㎞に位置す 

る離島であり、地理的条件から、保育所を安定的に管理運営する能力を有する候補者が限定さ 

れる。 

また、小呂保育所は地元からの要望により設置された経緯があり、指定管理者は地域と密接

な関係を有する必要がある。小呂島で唯一の公共的団体である福岡市漁業協同組合は島民に組

合員も多く地域と密接な関係にあり、現在も小呂保育所を良好に管理運営していることから、

福岡市漁業協同組合を指定管理者とするもの。  

 

(3) 福岡市立小呂保育所指定管理者選定・評価委員会 

    委員４名 

・学識経験者：尾花 雄路 （福岡女子短期大学子ども学科教授） 

    ・財務専門家：升永 清朗 （升永公認会計士・税理士事務所所長） 

・保育士  ：平野 理江 （福岡市保育士会会長） 

・市職員  ：篠原 太  （こども未来局子育て支援部長） 

  

 (4) 選定経過  

    選定・評価委員会 令和６年 10月４日 

 

(5) 指定管理料（上限額） 

令和７年度  15,384千円（議会の議決により変動する場合あり。） 
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４ 選定結果 

(1) 審査基準  

審査項目 配点 審査基準 

１ 運営方針 20 

保育に関する理念、方針は明確にされているか。 

地域の実情に応じた事業計画となっているか。 

２ 事業内容 30 

年間の事業について、具体的で適切であるか。 

行事数は適切であるか。 

３ 安全・衛生管理 30 

安全確保・事故防止の取り組みはどうか。 

施設の衛生管理は適切であるか。 

４ 保護者・地域との

連携 
30 

保護者のニーズを把握し、サービスの向上につなげてい

るか。 

地域との連携・交流等の取り組み内容はどうか。 

５ 運営体制 20 

研修などにより職員の資質向上が図られているか。 

運営団体の経営上の健全性・安定性はどうか。 

計 130  

  ※選定・評価委員会での評価点が「78点」未満の場合は、事業計画書等を再提出。 

 

(2) 選定結果 

上記の審査基準により選考した結果、福岡市漁業協同組合を指定管理者の候補者として適 

格であると判断し、候補者としたものである。 

満点 評価点 

130点 109.5点 
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【参考資料】福岡市立小呂保育所の概要 

 

１ 施設の役割 

  小呂島における保育を要する児童に対し保育を行い、児童福祉の増進を図る。 

 

２ 施設の概要 

所在地 福岡市西区大字小呂島字神の下 61番１号 

設置時期 平成２年４月１日 

 

 

建物の 

概要 

 

 

構造 
木造２階建（保育所は１階部分） 

※愛宕浜公民館小呂分館との複合施設 

敷地面積 1141.14㎡ 

延床面積 556.39㎡のうち１階部分 226.80㎡ 

主な対象者 ３歳以上の児童のうち保育を要すると市長が認めたもの 

利用 
月曜日から金曜日（午前８時から午後５時まで） 

土曜日（午前８時から午後１時まで） 

定員 30人 

 

３ 令和５年度入所児童数 

  ５人 
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議案第 216号 

福岡市立療育センターに係る指定管理者の指定について 
 
１ 議案提出の理由 

本市が設置する福岡市立療育センターの管理を行わせる指定管理者を指定することについて、 

地方自治法第 244 条の 2第 6項の規定により議会の議決を求めるものである。 
 

２ 議案の内容 

(1) 指定管理者に管理を行わせる公の施設 

   福岡市立療育センター（福岡市立西部療育センター、東部療育センター、南部療育センター） 

 (2) 指定管理者に指定する者 

    社会福祉法人 福岡市社会福祉事業団 

 (3) 指定する期間 

    令和７年４月１日から令和 1２年３月 31日まで 
 

３ 選定の概要 

 (1) 業務の内容 

心身障がい児の発達相談、診断、医学的、心理学的、社会学的な総合判定及び障がい児の

発達支援、機能訓練、保護者に対する支援、施設及び附属設備等の維持及び修繕等に関する

業務 他 
 

 (2) 指定管理者指定の理由（非公募の理由） 

福岡市立療育センターは、心身障がい児に対する相談、診断、早期療育の本市における中

核施設として、通園事業を実施するだけでなく、心身障がい福祉センター、めばえ学園とと

もに他の障がい児施設、幼稚園、保育所に対しても障がい児療育についての指導を行うなど、

先駆的、先導的役割を果たす施設であり、幅広い専門的知識、経験を有する法人による運営

が求められる。 

また、支援の度合いが高い肢体不自由児や医療的ケア児、変化に敏感な児童等を対象とし、

保護者との厚い信頼関係のもと支援を行っている施設であり、同一法人による継続的な運営

が必要であるため、福岡市社会福祉事業団を指定管理者とするもの。 
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 (3) 福岡市立障がい児通園施設指定管理者選定・評価委員会 

    委員 11名 

・学識経験者     ：井上 哲雄（西南学院大学 名誉教授） 

：松﨑 佳子（広島国際大学専門職大学院 心理科学研究科 客員教授） 

：吉川 昌子（中村学園大学 教育学部 教授） 

    ・弁護士      ：石田 光史（あかつき法律事務所 弁護士） 

・公認会計士・税理士：升永 清朗（升永公認会計士・税理士事務所） 

・関係機関     ：石井 美栄（こども総合相談センター 所長） 

・利用者      ：尾方 佑紀（心身障がい福祉センター保護者会 代表） 

：竹井 百合絵（西部療育センター保護者会 代表）  

：平山 真理（東部療育センター保護者会 代表） 

：竹田 茉実（あゆみ学園保護者会 代表） 

：髙尾 佳代（めばえ学園保護者会 代表） 
      

(4) 選定経過 

・第１回選定・評価委員会 令和６年２月１日（募集方法） 

・第２回選定・評価委員会 令和６年７月 23日（募集要項に準じた書類及び選定基準） 

・第３回選定・評価委員会 令和６年９月 19日（候補者ヒアリング、委員審査） 
 

 (5) 指定管理料（上限額） 

福岡市立西部療育センター（令和７年度）：500,257千円 

福岡市立東部療育センター（令和７年度）：451,754千円 

福岡市立南部療育センター（令和７年度）：465,939千円 

    ※議会の議決により変動する場合あり 
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４ 選定結果 

(1) 審査基準 

評価項目 

(大項目) 

評価項目 

(小項目) 
配点 評価の視点（例） 

運営方針 運営の基本方針 ５ 
・市立の施設としての適切な方針を設定し、質の高い運

営を行おうとしているか。 

事業実施

計画 

診療・相談 15 

・仕様書で定めた業務を適切に行おうとしているか。 

・仕様書で「提案を求める事項」としている、診断待機

期間短縮に向けた有効な提案となっているか。 

児童発達支援 15 

・仕様書で定めた業務を適切に行おうとしているか。 

・仕様書で「提案を求める事項」としている、内定保留

児解消に向けた有効な提案となっているか。 

児童発達支援事

業所への後方支

援 

10 

・仕様書で定めた業務を適切に行おうとしているか。 

・仕様書で「提案を求める事項」としている、民間児童

発達支援事業所への後方支援として有効な提案となっ

ているか。 

その他事業 15 ・仕様書で定めた業務を適切に行おうとしているか。 

職員配置

等 

職員の確保・配

置 
５ 

・職員の配置人数・職種は効果的・効率的に配置してい

るか。 

・職員の採用方法は、現実的な方法で確実に確保しよう

としているか。 

・事業を実施する上で、効果的・効率的な組織形態とな

っているか。 

管理者の能力 ５ ・施設を管理・運営する上で必要な能力を有しているか。 

児童発達支援管

理責任者の能力 
５ 

・障がい福祉サービス等を提供する上で必要な能力を有

しているか。 

人材育成方針及

び取組み 
５ 

・人材育成について、適切な方針を有し、効果的・効率

的な取り組みとなっているか。 

管理 

事故・災害時の

対応 
５ 

・利用者の安全に配慮した有効な対応となっているか。 

利用者からの意

見対応 
10 

・利用者の意見に対し、真摯に取り組む姿勢となってい

るか。 

・利用者の意見を施設運営にどのように活かす計画とな

っているか。 

財務状

況・資金

計画 

財務状況・資金

計画 
５ 

・法人としての財務状況は適切か。 

・施設運営に係る資金計画は適切なものとなっている

か。 

計 100  

   ※選定委員会での平均点数が「60点」未満の場合は、選定しない。 

 

(2) 選定結果 

上記の審査基準により選考した結果、社会福祉法人福岡市社会福祉事業団を指定管理者の候 

補者として適格であると判断し、候補者としたものである。 

 満点 委員の平均点数 

福岡市立西部療育センター 100点 75点 

福岡市立東部療育センター 100点 72点 

福岡市立南部療育センター 100点 79点 

 

-13-



【参考資料】福岡市立療育センターの概要 

 

１ 施設の役割 

児童福祉法に規定する「児童発達支援」、「保育所等訪問支援」、「居宅訪問型児童発達支援」、

「障害児相談支援」、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障

害者総合支援法」という。）に規定する「特定相談支援」の事業等を行い、障がい児の福祉の向

上と健やかな育成を図るための施設。 

 

 

２ 西部療育センター 

 （１）施設の概要 

所在地 西区内浜一丁目５番 54号 

設置時期 平成 14年 

建物の 

概要 

構造 鉄筋コンクリート造 ５階建 

敷地面積 2,252.27㎡ 

延床面積 
3,936.65㎡ 

（専有部分 3,450.45㎡） 

法令上の指定を受け

ている事業 

・児童福祉法に基づく 児童発達支援センター（定員 70名） 

・児童福祉法に基づく 保育所等訪問支援 

・児童福祉法に基づく 居宅訪問型児童発達支援 

・児童福祉法に基づく 障害児相談支援 

・障害者総合支援法に基づく 特定相談支援 

・医療法に基づく 診療所（無床） 

 

（２）令和 5年度実績 

区分 人数 

知的障がい児通園（延べ人数） 13,056 

肢体不自由児通園（延べ人数） 1,694 

外来（延べ人数） 4,990 

新規受診児 642 

 

 

３ 東部療育センター 

 （１）施設の概要 

所在地 東区青葉四丁目１番１号 

設置時期 平成 23年 

建物の 

概要 

構造 鉄筋コンクリート造 ２階建 

敷地面積 5,004.42㎡ 

延床面積 3,426.60㎡ 

法令上の指定を受け

ている事業 

・児童福祉法に基づく 児童発達支援センター（定員 70名） 

・児童福祉法に基づく 保育所等訪問支援 

・児童福祉法に基づく 居宅訪問型児童発達支援 

・児童福祉法に基づく 障害児相談支援 

・障害者総合支援法に基づく 特定相談支援 

・医療法に基づく 診療所（無床） 
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（２）令和 5年度実績 

区分 人数 

知的障がい児通園（延べ人数） 9,239 

肢体不自由児通園（延べ人数） 1,921 

外来（延べ人数） 4,085 

新規受診児 456 

 

４ 南部療育センター 

 （１）施設の概要 

所在地 博多区三筑二丁目９番５号 

設置時期 令和７年 

建物の 

概要 

構造 鉄筋コンクリート造 ４階建 

敷地面積 3,625.65㎡ 

延床面積 4,207.27㎡ 

法令上の指定を受け

る予定の事業 

・児童福祉法に基づく 児童発達支援センター（定員 70名） 

・児童福祉法に基づく 保育所等訪問支援 

・児童福祉法に基づく 居宅訪問型児童発達支援 

・児童福祉法に基づく 障害児相談支援 

・障害者総合支援法に基づく 特定相談支援 

・医療法に基づく 診療所（無床） 
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議案第 219号 

福岡市立めばえ学園に係る指定管理者の指定について 
 
１ 議案提出の理由 

本市が設置する福岡市立めばえ学園の管理を行わせる指定管理者を指定することについて、 

地方自治法第 244 条の 2第 6項の規定により議会の議決を求めるものである。 
 

２ 議案の内容 

(1) 指定管理者に管理を行わせる公の施設 

   福岡市立めばえ学園  

 (2) 指定管理者に指定する者 

    社会福祉法人 福岡市社会福祉事業団 

 (3) 指定する期間 

    令和７年４月１日から令和 1２年３月 31日まで 
 

３ 選定の概要 

 (1) 業務の内容 

障がい児の発達支援、保護者に対する支援、施設及び附属設備等の維持及び修繕等に関す

る業務 他 
 

 (2) 指定管理者指定の理由（非公募の理由） 

福岡市立めばえ学園は、心身障がい児に対する早期療育の本市における中核施設として、

通園事業を実施するだけでなく、心身障がい福祉センター、療育センターとともに他の障が

い児施設に対しても障がい児療育についての指導を行うなど、先駆的、先導的役割を果たす

施設であり、幅広い専門的知識、経験を有する法人による運営が求められる。 

また、支援の度合いが高い変化に敏感な児童等を対象とし、保護者との厚い信頼関係のも

と支援を行っている施設であり、同一法人による継続的な運営が必要であるため、福岡市社

会福祉事業団を指定管理者とするもの。 

 

 (3) 福岡市立障がい児通園施設指定管理者選定・評価委員会 

    委員 11名 

・学識経験者    ：井上 哲雄（西南学院大学 名誉教授） 

：松﨑 佳子（広島国際大学専門職大学院 心理科学研究科 客員教授） 

：吉川 昌子（中村学園大学 教育学部 教授） 

    ・弁護士      ：石田 光史（あかつき法律事務所 弁護士） 

・公認会計士・税理士：升永 清朗（升永公認会計士・税理士事務所） 

・関係機関     ：石井 美栄（こども総合相談センター 所長） 

・利用者      ：尾方 佑紀（心身障がい福祉センター保護者会 代表） 

：竹井 百合絵（西部療育センター保護者会 代表） 

：平山 真理（東部療育センター保護者会 代表） 

：竹田 茉実（あゆみ学園保護者会 代表） 

：髙尾 佳代（めばえ学園保護者会 代表） 
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(4) 選定経過 

・第 1回選定・評価委員会 令和６年２月１日（募集方法） 

・第 2回選定・評価委員会 令和６年７月 23日（募集要項に準じた書類及び選定基準） 

・第 3回選定・評価委員会 令和６年９月 19日（候補者ヒアリング、委員審査） 
 

 (5) 指定管理料（上限額） 

令和７年度  142,396千円（議会の議決により変動する場合あり。） 

 

４ 選定結果 

(1) 審査基準  

評価項目 

(大項目) 

評価項目 

(小項目) 
配点 評価の視点（例） 

運営方針 運営の基本方針 ５ 
・市立の施設としての適切な方針を設定し、質の高い運

営を行おうとしているか。 

事業実施

計画 

児童発達支援 15 

・仕様書で定めた業務を適切に行おうとしているか。 

・仕様書で「提案を求める事項」としている、内定保留

児解消に向けた有効な提案となっているか。 

児童発達支援事

業所への後方支

援 

10 

・仕様書で定めた業務を適切に行おうとしているか。 

・仕様書で「提案を求める事項」としている、民間児童

発達支援事業所への後方支援として有効な提案となっ

ているか。 

その他事業 15 ・仕様書で定めた業務を適切に行おうとしているか。 

職員配置

等 

職員の確保・配

置 
５ 

・職員の配置人数・職種は効果的・効率的に配置してい

るか。 

・職員の採用方法は、現実的な方法で確実に確保しよう

としているか。 

・事業を実施する上で、効果的・効率的な組織形態とな

っているか。 

管理者の能力 ５ ・施設を管理・運営する上で必要な能力を有しているか。 

児童発達支援管

理責任者の能力 
５ 

・障がい福祉サービス等を提供する上で必要な能力を有

しているか。 

人材育成方針及

び取組み 
５ 

・人材育成について、適切な方針を有し、効果的・効率

的な取り組みとなっているか。 

管理 

事故・災害時の

対応 
５ 

・利用者の安全に配慮した有効な対応となっているか。 

利用者からの意

見対応 
10 

・利用者の意見に対し、真摯に取り組む姿勢となってい

るか。 

・利用者の意見を施設運営にどのように活かす計画とな

っているか。 

財務状

況・資金計

画 

財務状況・資金

計画 
５ 

・法人としての財務状況は適切か。 

・施設運営に係る資金計画は適切なものとなっている

か。 

計 85  

   ※選定委員会での平均点数が「51点」未満の場合は、選定しない。 
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(2) 選定結果 

上記の審査基準により選考した結果、社会福祉法人福岡市社会福祉事業団を指定管理者の候 

補者として適格であると判断し、候補者としたものである。 

満点 委員の平均点数 

85点 64点 
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【参考資料】福岡市立めばえ学園の概要 

 

１ 施設の役割 

児童福祉法に規定する「児童発達支援」、「保育所等訪問支援」、「障害児相談支援」、障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）に

規定する「特定相談支援」の事業等を行い、障がい児の福祉の向上と健やかな育成を図るため

の施設。 

 

２ 施設の概要 

所在地 博多区半道橋一丁目 17番１号 

設置時期 昭和 54年 

建物の 

概要 

構造 鉄筋コンクリート造 ２階建 

敷地面積 1,683.00㎡ 

延床面積 859.77㎡ 

法令上の指定を受け

ている事業 

・児童福祉法に基づく 児童発達支援センター（定員 40名） 

・児童福祉法に基づく 保育所等訪問支援 

・児童福祉法に基づく 障害児相談支援 

・障害者総合支援法に基づく 特定相談支援 

 

３ 令和 5年度実績 

区分 人数 

知的障がい児通園（延べ人数） 8,560 
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議案第220号 

福岡市立児童心理治療施設に係る指定管理者の指定について 

１ 議案提出の理由 

本市が設置する福岡市立児童心理治療施設の管理を行わせる指定管理者を指定することに

ついて、地方自治法第244条の２第６項の規定により議会の議決を求めるものである。 

２ 議案の内容 

（１）指定管理者に管理を行わせる公の施設

福岡市立児童心理治療施設

（２）指定管理者に指定する者

社会福祉法人くじら

（３）指定する期間

令和７年４月１日から令和12年３月31日まで

３ 公募及び選定の概要 

（１）業務の内容

① 社会生活に適応するために必要な心理に関する治療及び生活指導

② 児童心理治療施設を退所した者について相談その他の援助

③ 児童心理治療施設の施設、附属設備等の維持及び修繕

④ その他、児童心理治療施設の設置の目的達成に必要なこと

（２）応募資格

①児童福祉法（昭和22年法律第164号）第７条に定める児童福祉施設の経営実績があ

る社会福祉法人であること

②応募者の制限

次に該当する団体は、応募者となることができない

Ａ 福岡市契約事務規則（昭和36年福岡市規則第16号）第２条第１項及び第２項に

規定するもの 

Ｂ 団体が、所得税、法人税、消費税、地方消費税及び本市市税を滞納している場合 

Ｃ 自らの責めに帰すべき事由により、５年以内に指定管理者の指定の取り消しを受け 

た者 

Ｄ 団体又はその代表者が次のいずれかに該当する者 

ア 暴力団員が事業主又は役員に就任していること

イ 暴力団員が実質的に運営していること

ウ 暴力団員であることを知りながら当該暴力団員を雇用し、又は使用していること

エ 暴力団員であることを知りながら当該暴力団員と商取引に係る契約を締結して

いること

オ 暴力団又は暴力団員に対して経済上の利益又は便宜を供与していること

カ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有していること
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Ｅ 団体及びその代表者が、指定管理として行う業務に関連する法規に違反する者として

関係機関に認定された日から２年を経過しないもの 

Ｆ 本市が出資する外郭団体 

（３）応募者

１団体

・社会福祉法人くじら

（４）福岡市立児童心理治療施設に係る指定管理者選定・評価委員会

選定委員５名

・[学識経験者] 大谷 順子（特定非営利活動法人子どもNPOセンター福岡 前代表理事）

 松﨑 佳子（広島国際大学専門職大学院 心理科学研究科 客員教授） 

藤林 武史（西日本こども研修センターあかしセンター長） 

・[弁 護 士] 小坂 昌司（小坂法律事務所）

・[公認会計士] 谷川 公一（谷川公認会計士税理士事務所）

（５）募集・選定経過

・第１回選定委員会（要項、選定基準）令和６年７月１日

・募集要項配布期間 令和６年７月18日から令和６年８月30日まで 

・応募期間 令和６年７月18日から令和６年８月30日まで 

・第２回選定委員会（選定）   令和６年９月17日 

（６）指定管理料の想定額

令和７年度：286,037千円 ※議会の議決により変動する場合がある。
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４ 選定結果 

（１）評価基準

審査項目 審査基準 配点 

法人について 

●法人の概要について

・法人の基本理念は確立されているか。

・基本理念に沿った活動が行われてきたか。

・児童福祉法（昭和 22年法律第 164 号）第７条に定め

る児童福祉施設の活動実績があるか。 

20点 

25点 

●経営状況について

・健全かつ安定した財政基盤を有するか。
５点 

提案について 

●施設の理解について

・児童心理治療施設の管理運営に対する理念・意欲を有

するか。 

・児童心理治療施設の課題や特性について十分な理解を

有するか。 

10点 

75点 

●施設運営について

・入所・通所児童の正確なアセスメントによる心理治療

や生活指導方針について検討されているか。 

・児童の権利擁護や意見表明の尊重について検討されて

いるか。 

・児童に係る医療に対する支援体制について検討されて

いるか。 

30点 

●関係機関との連携について

・児童福祉関係機関、特に児童相談所（一時保護委託を

含む）や教育施設との連携について検討されているか。 

10点 

●施設管理について

・組織体制（資格を含む）。

・環境維持について検討されているか。

・個人情報保護への取組みや体制について検討されてい

るか。 

・クレーム等への対応や体制について検討されているか

20点 

●その他

・研修計画等、施設の管理運営に係るサービス向上につ

ながるもの。 

５点 

合計 100点 
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（２）選定結果

上記の審査基準により選考した結果、社会福祉法人くじらを指定管理者の候補者とした

ものである。 

審査項目 審査基準 配点 
選定結果 

（委員の平均点） 

法人について 
●法人の概要について 20点 16.00 点 

●経営状況について ５点 4.67 点 

提案について 

●施設の理解について 10点 8.00 点 

●施設運営について 30点 20.00 点 

●関係機関との連携について 10点 7.33 点 

●施設管理について 20点 12.99 点 

●その他 ５点 3.67 点 

合計 100 点 72.7 点 

※合計点は少数点第２位以下四捨五入
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【参考資料】福岡市立児童心理治療施設の概要 

１ 施設の役割 

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第43条の２に規定する児童の社会生活への適応を図

り、もってその福祉の向上と健やかな育成のための施設。 

２ 施設の概要 

所在地 
福岡市中央区地行浜２丁目１－28 

※福岡市こども総合相談センター（えがお館）内

設置時期 令和２年４月１日 

施設の概要 
規模 

鉄筋コンクリート造地下１階地上７階建ての 

１階、２階及び３階の一部 

延床面積 2217.1㎡ 

定員 
入所 20名 

通所 20名 

３ 令和５年度実績 

区分 人数 

入所 18人 

通所 16人 

（令和６年３月１日時点） 
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